
第６回自殺対策官民連携協働会議 

 

地域自殺対策強化交付金事業の補助率等をぜひ見直し・充実を！ 

 

京丹後市長 中 山  泰   

 

 以下の点、ぜひ見直し・充実をお願いしたい。 

 

１ 事業メニュー及び補助率を再考し、地域の実状に応じて柔軟にメニュー選択することが促さ

れ、かつ、中期的な展望の持てる事業展開への支援（その割合・メニュー）を充実・強化する

こと。 

  

 特に、例えば啓発事業などは未対策の自治体の入口施策でもあるのに負担付きだと前向きな

動機が後退しかねないし、若年層対策など広く普及すべき対策も押し留められるなど、「対策

強化」への考え方に一貫性がない。 

 

２ 地方自治体の予算編成前における的確な情報提供を行うこと。 

 

（理由） 

○ 地方自治体においては、厳しい財政状況にある中、平成 21 年度からは 地域自殺対策緊急強

化基金を、平成 27年度からは地域自殺対策強化交付金を財源の拠り所 とし、「誰も自殺に追い

込まれることのない社会の実現」のため、懸命な取組みを実施している。 

 

○ 自殺総合対策は、施策の検証・評価を行いながら、中長期的視点に立った継続的な事業の実

施及び事業を維持するための財源が必要。 

 

○ このような中、国においては、当初、地方負担なしの補助率 10 分の 10 の基金事業から、平

成 27年度には地方負担が発生する事業別の補助率を設定され、平成 28年度からは平成 27年

度地域自殺対策強化交付金事業における 検証・評価などが実施されていない中で、さらに地

方負担が増加する補助率の減額 を示された。 

 

○ 自殺者は全年齢層にわたり、原因・動機も多岐にわたりますが、補助事業メニューが限定さ

れ地域の実態に即した柔軟な対策の実施が困難な中、毎年、対象事業や補助率が目まぐるしく

変更される現状は、地方負担の増加による自治体間格差を増幅するとともに、地域レベルの実

践的な対策は見直し・縮小を余儀なくされ、対策を後退させる 状況にあると言わざるを得ない。 

 

○ 今般の自殺対策基本法の改正案では、今後、地方自治体に「いのち支える自殺対策行動計画」

策定の義務付けが謳われ、これは大変重要で欠かせないことであり、できる限り充実した計画

策定とその推進に尽くしていく所存。しかしながら、毎年国の方針が見直される状況では、計

画化が困難となり、行動計画の策定は覚束無くなる強い懸念。 

 

○ また、今回の事業の見直しは、平成 27 年 6 月 2 日に参議院厚生労働委員会において全会一

致で採択された「自殺総合対策の更なる推進を求める決議」に逆行する内容であり、とても看

過できない。 

 

○ 今後、都道府県や市区町村、民間団体等の意見をしっかりと聞いた上で、あらためて「継続

的な事業の実施及び事業を維持するために適当な補助率」について再検討していただきたい。 
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